
自治体におけるデジタル化横展開

〜Well-Being分析のご紹介も〜

2024/12/03 デジタル庁 国民向けサービスグループ
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人口増加期の社会から
人口減少期の社会設計へ
～ DXは必須の課題に ～



人口が減り、サービスの密度が下がると言うことは・・・

A地区 B地区 C地区

◼ 例えば、牛乳配達は今
→ A地区が廃業して、B地区に統合
→ B地区が廃業して、C地区に統合

⇔ 営業密度は、どんどん下がる。
⇔    一方、やめるにやめられない基盤的

な施設は残存。

やめるにやめられない施設≒社会的に必要な基盤施設
（例：学校、介護施設等）
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⚫ 人口も市場も減る局面では、供給は選択肢を削るしかな
く、需要のバリエーションにあわせようがない。（バス
の本数が減る局面では、需要にあわせられない。）

→ 需要が供給に働きかけ、供給がそれに合わせる

需要が供給に合わせる経済から、供給が需要に合わせる経済へ

需要が供給に合わせる経済 供給が需要に合わせる経済

人口増加局面
（国内消費拡大局面）

人口減少局面
（国内消費縮小局面）

乗客がバス停で時刻表のバスを待つ 迎えの車が乗客の都合に合わせる

特定の学校・カリキュラムに生徒が集まる 生徒の側が学校・カリキュラムを選ぶ

雇用先の就業ルールに従業員が合わせる 従業員の暮らしに就業ルールが合わせる

特定の医療機関とかかりつけ医に通う 患者が医療機関と医師を選ぶ

消費者が売っている店まで買いに行く 商品が消費者の家に届けられる

市役所に行って、手続きを申請する 通知を受け取り、手続きが自動的に行われる

交通

労働

買い物

教育

医療

行政サービス

供給者側の指示で物流が動く 需要動向に合わせ自動的に物が動く物流

⚫ 人口も市場も増えるなら、供給からバリエーションを
増やして、積極的に需給を調整できる。（バスの本数
が増える局面なら、調整のしようもある。）

→ 供給が需要に働きかけ、需要がそれに合わせる

◼人口増加局面では、バス停に来るバスを待つなど、需要が供給に合わせる。しかし、人口減少局面で
は、迎えの車が顧客の都合に合わせて動くなど、供給が需要に合わせることになる。
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DXとは？

組織内
の

デジタル化

組織を越えたデジタル基盤の共同利用
（データの連携・共有）

想像力とビジョン想像力とビジョン
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富山県 朝日町の取組
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富山県 朝日町の取組



（出典）第２回 国土交通省「交通空白」解消本部 資料１ P.4

富山県 朝日町の取組、ハートフルなデジタル
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◼ 機能的には全て、同じ当人確認インフラを活用するものでありながら、一つの自治体の中で複数の類似アプリが並立してし

まう恐れも。しかし、それぞれの分野にはそれぞれの事情があり、簡単には統合・連携できない面も。

デジタル
認 証

市民証
アプリ

観光・
消費観光
アプリ

防災
アプリ

行動変容
アプリ

第二市民の創出

マーケティングの

掛け合わせ

共助/コミュニティの共有

行政サービスの

拡充

ふるさと
納税

被災
地支
援

自治
体版

企業
版

予約
配車
アプリ

地域
通貨
アプリ

運行
管理

教育
医療等

薬手
帳

見守
り

出欠
…

…

＜参考＞

デジタル認証を中軸に置いた

場合の各アプリの概念ベン図

当人確認を用いる様々なアプリとその関係性
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Well-Being指標について
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Well-Being指標（地域幸福度）

⚫ これまで地域幸福度（Well-Being）指標を使ったことのない人にも簡単に、よりわかりやすく、新たにサイトをリリースする。
⚫新サイトはスマートフォンからもグラフやデータを確認しやすくするとともに、よくある質問も新たに掲載。ガイドブック・動画もリ
ニューアルして掲載。

⚫新サイトは、2024年３月29日リリース。

○ダッシュボード

自治体・調査種別・調査年度を同一画面で切替可能に

比較自治体追加やお気
に入りの登録が可能

グラフダウンロード
はPNGとPDFに対応

スマートフォンでも指標
が見やすくなります

【主な変更点】
ダッシュボードページ：自治体・調査種別・調査年度が1つの画面内で切替可能。比較したい自治体のグラフを5つまで並べて表示でき、

各グラフがPNGとPDFでダウンロード可能になる。
マイページ機能の追加：表示中の地域をお気に入り登録し、後から確認しやすく、アンケート結果ファイルのアップロードが可能になる。

→

RESAS・RAIDAへのリンク

https://well-being.digital.go.jp/



Well-Being指標を巡る経緯と本年度の取組
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◼ 2023年度より、デジ田交付金Type2/3の交付
団体に対し、Well-Being指標（WB指標）に
基づく地域の課題抽出作業を推奨し、現在、70
以上の自治体が取組を実施しています。

◼ 地域の強みや課題について、WB指標を活用した
ワークショップ等を開催。重要な政策分野はどこか、
市民とともに認識の共有を進めており、本年度か
らはファシリテーターの派遣事業も開始します。

◼ WB指標分析を経て浮き彫りとなった課題に対し、
関連する施策群を俯瞰し、重視すべき施策と相
互に影響を及ぼす施策を検証します。

◼ デジタル基盤を共用した行政サービスのDX事業の
ため、部局横断的な協働と市民の参画を促します。

「ロジックツリー作りを通じた、
重要となる施策及び関連施策の特定」

「Well-Being指標の分析を通じた
重要となる課題分野の特定」

部局を越えた共通認識に！
市民との協働のきっかけに！



⚫ワークショップは、庁内の理解の促進やエリア内の地域住民等の巻き込みに重要な役割を果たす。

⚫地域幸福度（Well-Being）指標を職員・市民・関係者と共有するワークショップを実施し、意見を幅広
く収集するとともに地域のWell-Beingを市民目線で評価する。

⚫市民・関係者と地域の現状や課題を共有することで、まちづくりへの積極的な参画へのきっかけとする。

⚫ 小田原市での開催状況

開催日時
主催者
会場

参加者等
参加
人数

第
1
回

2023年12月６日（水）
13:30～17:00

小田原市
小田原市民交流セン

ターUMECO

・自治体職員
・小田原市観光協会
・民間企業 等

約40人

第
3
回

2024年２月18日（日）
9:00～16:00

前橋市
共愛学園前橋国際大

学 KYOAI
COMMUNITY HALL

・自治体職員
・社会福祉法人
・民間企業 等

約20人

第
4
回

2024年3月3日（日）
10:00～17:00

東広島市
広島大学フェニックス国
際センターMIRAI 

CREA

・自治体職員
・東広島青年会議所
・広島大学
Town&Gown
 Office

約25人

⚫ 令和５年度のモデルワークショップ開催実績

【プログラム】
1. 開会・進行の説明 5分 小田原市

2. WS実施の背景説明 10分 小田原市

3. ご挨拶 20分 デジタル庁

4. Well-Beingについて 60分 メインファシリテーター

5. グループワーク 100分 ファシリテーター

アイスブレイク (5分)

ワークショップ (80分)

各グループの発表 (15分)

6. 講評 15分 メインファシリテーター

7. 事務連絡 5分 小田原市

出所：小田原市

小田原市資料
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resou
rces/ecdb7d7a-4d1d-47f2-ae99-
468951b4003b/4596da4d/20240125_policies_well-being_outline_01.pdf

Well-Being指標を活用したワークショップの開催

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ecdb7d7a-4d1d-47f2-ae99-468951b4003b/4596da4d/20240125_policies_well-being_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ecdb7d7a-4d1d-47f2-ae99-468951b4003b/4596da4d/20240125_policies_well-being_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ecdb7d7a-4d1d-47f2-ae99-468951b4003b/4596da4d/20240125_policies_well-being_outline_01.pdf


Well-Being指標活用ファシリテーター紹介・派遣事業

⚫ データを活用した共助のまちづくりを進めるには関係者の巻き込みが重要であり、地域幸福度（Well-Being）指標
を活用したワークショップはその役割を果たす。

⚫ デジタル庁は、地域幸福度（Well-Being）指標を活用したワークショップを実施するための知識・スキルを有したファ
シリテーターを養成するため、同ファシリテーターの養成講座・更新講座を実施。

⚫ また、地域幸福度（Well-Being）指標を活用したワークショップに開催を希望する自治体の求めに応じ、養成した
ファシリテーターを紹介・派遣する。令和６年10月16日から派遣申請の受付を開始する。

【提供する「標準ワークショップ」概要】

項 目 内 容

参加対象者
①自治体職員、②地域の関係者（地元事業
者・商工会・NPO・大学等）③地域の住民・学
生※②③の実施は、①を実施済であること

定 員
⚫ 原則、30名程度
⚫ グループワークは、1グル―プ４～5名を推奨

実施目的

⚫ ウェルビーイングの定義、重要性等について理
解を深める

⚫ 地域幸福度指標の構成・概要を理解し、指
標サイトの使い方を習得する

⚫ 地域幸福度指標をもとにして、対象自治体の
現状について理解を深める

⚫ 地域幸福度指標を活用した政策デザイン手
法を体験する

プログラム
(標準時間)

⚫ 午前（2時間）
ウェルビーイングに関する講義、地域幸福度

指標ダッシュボードの操作演習
⚫ 午後（3時間）
地域幸福度指標を活用した政策デザインに

関するグループワーク
チーム発表・講評

【Well-Being指標活用ファシリテーター】

【派遣の流れ】

地域幸福度（Well-Being）指標
を活用するにあたり

必要な知識を有している

ファシリテーターとしてワークショップ
実施のための基礎的な
知識・スキルを有している

ファシリテーター

派遣申請
派遣者

決定

WS

開催準備
WS実施

実施報告

・支払

かつ

●WB指標活用ファシリテーター紹介・派遣事業
 申請書類等掲載サイト
https://well-being.digital.go.jp/guide/



ファシリテーター紹介・派遣事業 申請書類等掲載サイト

＊地域幸福度（Well-Being）指標サイト

●使いこなす●トップページ

「使いこなす」のページより各
様式を
ダウンロードしてください。

https://well-being.digital.go.jp/



自治体アンケート調査支援システムの概要
⚫ 自治体の地域幸福度（Well-Being）指標アンケート実施を支援するためのアンケート機能をWell-Being指標サイト

に追加し、自治体のアンケート実施を支援する。共通サービスの提供により、アンケート業務における自治体の作
業負担及び実施コスト削減並びに回答する住民の負荷を軽減する。あわせて自治体の選択により一人一票であるこ
とを正しく確認し、公平性を保つ機能を活用することも可能とする。

⚫ Well-Being標準アンケート（50問）に加え、自治体の独自設問も設定可能。
⚫ 令和６年10月15日リリース。11月以降LGWAN接続予定。

【自治体アンケート調査支援システム】

【実証実施団体の感想】

デジタル庁

自治体

アンケート調査
支援システム

アンケート
作成

回答集計

結果提出

住民（回答者）

①アンケートの企画・
作成

②アンケート配布

③アンケートに回答
④ダウンロードして
チェック

⑤郵送回答分とあわせ

てアップロード

通知

⑥結果の分析・可視化

○自治体は、デジタル庁が事前に用意した標準アンケートを使用することで簡単にアンケートを実施することがで
きます。
○住民（回答者）は、スマートフォンなどからいつでも、どこからでも回答できます。
○自治体・デジタル庁ともに回答者の回答は特定できません。

➢ このシステムでは設問がプリセットされており、設定が大幅に簡略化でき自治体としてアンケートを取るハードルが下がった。
➢ システムを利用することで各団体が取得するデータ項目の形式が揃うことになるので、自治体でデータを整形する等の事務をな
くすことができ、非常に有意義なものだと感じている。

➢ アンケート画面等のUIは見やすく動作もスムーズで回答に違和感はなかった。 継続的に改善していただけるとありがたい。市
民からの悪いリアクションは受け取っていません。



ロジックツリー作りの概要
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【作成中のリファレンスロジックツリー（医療・介護分野）】

分野 自治体名

医療・介護
札幌市、富山県朝日町、能美
市、蒲郡市、養父市、備前市

モビリティ 更別村、境町、三島市

子育て 姫路市

防災
焼津市、山口市、大村市、延
岡市

デジタル生
活

会津若松市、前橋市、佐賀市

要相談 大阪府、広島県

【デジ庁推奨分野（検討中）】

◼ 「リファレンス・ロジックツリー」と「指標カタログ」、また、これらを作成・活用するための「活用ガイド」を、慶応大学
前野・白坂研究室の協力を得て、デジタル庁から自治体に対して提供します。（下図イメージ）

◼ 各自治体では、これらを参考として、部局横断的なチームを編成し、デジタル庁推奨分野のロジックツリー第一
版（たたき台）を作成してください。デジタル庁は相談窓口などを通じ、各自治体の作業を支援します。

◼ 各自治体では、ツリーを作成する際の議論を通じて、各分野において特に重点的に取り組むべき取組、及び
それを支える関連施策との相乗効果や関係性について、関係者間で部局横断的に認識を共有してください。
また、その過程において、デジ田交付金事業及び関連施策との関係についても明確にしてください。



◼ ロジックツリー作りを通じて、立場が異なる多様な関係者が自らの考えを積極的に共有し、他者の意見にも耳を傾け、意思疎通
を図ることで共創を生みだすことを目的としています。また、この共創のプロセスへの参画が関係者各自のWell-beingを高めるこ
とに寄与し、また、その結果生み出された施策の成果により、市民全体のWell-beingが高められるという循環構造を生み出した
いと考えています。

◼ 同時に、行政内部では、部門を跨いだ議論と認識の共有を図り、デジタルだけが一人歩きしない、部局横断的に暮らしの改善を
生み出す取組の土台を構築。これにより、効果的な政策・施策の見落としを防ぎ、データに基づく分析を進めることで、成熟度の
高い政策サイクルの実現を目指していきたいと考えています。

◼ 更に、ロジックツリーのたたき台ができあがってきた段階では、この検討の輪に、ワークショップなどを通じ、市民（民間事業者等）
にも直接参画してもらい、官民を跨いで、一人一人に、重要な取組の「自分ごと化*」を促していただければ理想的です。ロジック
ツリーは、自治体が取り組む政策・施策が市民のWell-being向上につながるという、明瞭な政策ストーリーとなっていきます。

Well-beingを高める新たな政策立案の循環構造
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市民（民間事業者等）
も参画して社会実装へ

出所：慶応大学井上先生の資料を基にデジタル庁で作成

*自分ごと化：市民が自らの生活や関心に関連づけて考えられている状態



デジタル事業の好循環作りと行政機関内部の体制の成熟化

◼ Well-Beingを基点とした政策サイクルを回し、市民の暮らしをデジタルで変えていく取組に導入する。

◼ 一つ一つの取組を産み育ててつつ、徐々に好循環をへとつながるようそれぞれの取組をつなげ、重要な取組
を部局横断的に推進できる、事業推進体制・組織を生み出すことを目指す。
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デジタル化横展開
推進協議会

20



⚫ 優れたサービス／システムの横展開を通じ、デジタルによる地域の社会的課題の解決を推進する「デジタル化横

展開推進協議会」を設立。現時点で、7月1日時点で、270を超える団体が参加。

◼ 地域毎に分断された市場の課題を解決すべく民間側から検討すべき課題を提起。協議会に設定された検討コミュ

ニティに官も参画する形で、その解決に官民が連携して検討し、政策形成を行うプロセスを実施。

⚫ サービスカタログに採集すべき優れたサービス／システムについて積極的に調査・検討を行うとともに、その横

展開や深化を促す上で必要となる課題や対策、その普及を支える人材の育成などに民間主導で取り組む。

コミュニティ

協議会概要

サービスカタログ

デジタル化横展開推進協議会の概要

地域課題を官民で効果的に解決する

デジタル化の横展開を推進すること
目 的

ミッション
①地域におけるデジタル投資の拡大・事業化の促進

②選択肢のある健全なデジタル市場の形成

③デジタル投資を支え地域の課題を解決する人材育成

越塚 登 ：(一社）スマートシティ社会実装コンソーシアム 代表理事

東京大学大学院教授

柳川 範之 ：(一社）スマートシティインスティテュート 代表理事

東京大学大学院教授

吉田 真貴子：(一財）全国地域情報化推進協会　顧問
海老原 城一：(一社）AiCTコンソーシアム 代表理事

関 治之 ：(一社）コード・フォー・ジャパン代表理事

理 事

民間提案型の政策形成プロセスの試行

官主導型

の政策決定
（ウォーターフォール型）

政

策
有識者

参加依頼

アジェンダ設定・

有識者招集

アジェンダ

提案・参加

審議会等

政府機関

「次のマーケット標準」などを巡り、民間提案

アジェンダに寄り添い、官民連携して検討を行い、

共通言語化。政策化へ。

次の政策を巡り、政府がアジェンダ設定を行い、

それに則した検討を有識者が行い、

報告を作成。政策化へ。

民間提案型

の政策決定
（アジャイル型）

政

策



パイロットコミュニティ

１）サービスカタログ

デジタル庁が構築するサービスカタロ

グについて、民側の意見を最大限に取

り入れて更新するためのプロセス改良

方法を議論する

２）データ連携基盤

３）Well-Being指標推進

デロイト トーマツリーダー

概 要

データ連携基盤の意義や分類等の調

査分析、共同利用ビジョン作成のガ

イドライン作成や自治体対応

DSA・AiCTコンソーシアム

地域幸福度（Well-Being）指標を活

用した政策等の横展開を官民のオー

プンな協議の中で検討を行う

(一社) スマートシティ・インスティテュート(SCI-J)

４）デジタル認証

デジタル庁の個人認証アプリ等様々なデ

ジタル認証の意義や内容等の調査分析や

活用方法について官民のオープンな協議

中で共有や展開を図る

５）まちづくり参加アプリ

６）デジタルワークシェア

日本通信

Well-Being( 街の幸福度) を意識した市民の

行動に着目しながら行動変容を促すま

ちづくり参加アプリの構築を中心に官

民の実証を踏まえた活用方法や横展開

を図る

EYストラテージ・アンド・コンサルティング㈱

デジタルワークシェアやリモートを

中心に新しい働き方についての調査

分析、活用方法等を議論する

(一財) 全国地域情報化推進協会（APPLIC）

リーダー

概 要

リーダー

概 要

リーダー

概 要

リーダー

概 要

リーダー

概 要
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取組４：災害派遣デジタル
支援チーム制度

取組３：防災アプリ間
のデータ連携基盤整備

取組２ー②：予備のマイナン
バーカード・読取機整備

取組１：
被災者
マスター
DB
の構築

・迅速で効率的な支援
・罹災証明の発行
（書かない／行かない役所）

どこにいても
ニーズに応じた支援

生活再建支援

避難所情報

避難所情報
漏れのない「避難所データ」
（指定避難所、自主避難所、孤立集落 等）

避難所の所在
と避難者を特定

・

避難者情報
「避難者データ」収集
（氏名、住所、年齢、性別、連絡先 等）

被災者の所在
と特性を特定

被災者情報

・

平
時
の
対
応

発災

取組２ー①：マイナンバーカー
ドの用途拡大・携行率向上

取組２ー③：マイナンバーカード
活用型避難所管理Sys.の普及

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

取組５：GSSの導入促進
通信回線
の確保

（令和6年6月4日公表）
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避難所運営システムのモデル仕様書に収載されている機能

避難所入退所
（マイナンバーカードを利用）

避難者名簿表示・作成

避難所状況確認（開設数、収容

数、避難者数、体調不良者数、要支援
者数）

避難所状況確認（飲料水、食料、

トイレ等の充足状況）

避難所状況報告書作成

薬剤情報表示

避難所状況アラート通知

物資配布状況管理

避難者からの報告・ニーズ
把握

避難所管理者からの通知

デジタル庁
実証事業

（実証用仮システム）

モデル仕様書
（2023.12版）

民間等各者のシステムのカバー範囲（例）デジタル庁施策

B社

※今後拡張が望まれる機能

※今後拡張が望まれる機能

※今後拡張が望まれる機能 モデル仕様書の充実を図りつつ、
各システムの機能拡充を働きかけ

機能拡充を
検討中

（デジタル庁）

･･･A社 C社
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◼ 「国・地方デジタル共通基盤」とは、国及び地方公共団体の一方又は双方が利用する、デジタル化を進めていく上での
共通の基盤であり、マイナンバーカード等の国及び地方公共団体が共通して利用するDPI、官民でデータを連携するた
めに国又は地方公共団体が整備するデータ連携基盤を活用して国又は地方公共団体が共通して利用できるSaaS
（共通SaaS）、クラウドやネットワーク等の物理／仮想基盤等により構成されるもの

基本方針を通じた国・地方デジタル共通基盤の整備・運用の推進

■
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デジタル公共インフラ(DPI : Digital Public Infrastructure)

◼ DPI（※）は、オンラインを前提として様々な社会活動が行われる中で、官民を通じて共通的に活用して
いくことで、行政、民間双方のデジタルサービスの提供におけるコストを低減し、利用体験を改善する役割
を果たす。

※ Digital Public Infrastructureの略。国連においてデジタル公共インフラは、「公益のために構築されるネット
ワーク化されたオープンテクノロジ標準」と定義される。

■
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共通SaaS (Software as a Service)

◼ 人口減少社会を前提とすれば、各府省庁が個別にアプリケーションを整備することや、約1,800の地方
公共団体がそれぞれ個別にアプリケーションを整備していくことは必ずしも持続可能とは言えず、システム
を所有から利用へと転換するSaaS （※）利用を前提とし、その利点を最大限に活かすため、できる限
りその利用規模を拡大していくことが求められる

※ SaaS：Software as a Serviceの略。利用者に、特定の業務系のアプリケーション、コミュニケーション等の機能、運用管理系の
機能、開発系の機能、セキュリティ系の機能等がサービスとして提供されるもの。

■
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タテの改革とヨコの改革

◼ 「タテの改革」と「ヨコの改革」を進めることによって、「国・地方デジタル共通基盤」の整備・運用を推進していく。

【タテの改革】
各府省庁による所管分野の国・地方を通じたBPRと

デジタル原則の徹底

【ヨコの改革】
DPI/DPGの

整備・利活用と
共通SaaS利用

の推進
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国・地方デジタル共通基盤の整備・運用における国と地方公共団体の役割分担

◼ 国・地方デジタル共通基盤の整備は、地方分権改革前の国と地方公共団体の関係を復活させるものではない。

◼ 地方公共団体の実態にそぐわないプラットフォーム等の提供によって、現場に混乱をもたらすことは避けるべきであり、また、
国が必要な基準を示さないために、共通化や標準化が進展しない事態があってはならない。こうした国と地方公共団体の
関わり方こそが、地方分権の下におけるデジタル改革の推進にふさわしい役割分担と考えられる。
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自治体内部システムと外部連携サービス
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◼ 地域経済のスタートアップエコシステムを支える一つの柱として、社会的課題解決のための新技術であって、地域広く共同利用できるシステ
ムやデータなどのツール（デジタル公共財）をカタログやDMPに整備。これを各種支援策により、各地域のプラットフォームへと展開。

◼ また、地方創生交付金も活用し、NFT、DAOなどをはじめ、これらのデジタル・ツールを活用した各地域での新サービスや、新たなプロジェクト
などの創出を、新たな地方創生交付金などにより支援。その段階でも、域内外のベンチャーの取組を積極的に支援。

ITベンチャー ITベンチャー

新・地方創生交付金
TypeV

新・地方創生交付金
Type1

デジタル公共財
DMP/カタログ DMP/カタログ

共同利用
可能オープ
ンなシステ
ム・データ

ソーシャルサービス
ベンチャー

全国各地の「デジタル＊地方創生」の取組

域内の
プロジェクト

域内の
プロジェクト

域内の
新サービス

域内の
新サービス

域内の
新サービス

域内の
新サービス

域内の
新サービス

域内の
新サービス

ソーシャルサービス
ベンチャー

デジタル×地方創生 〜スタートアップと地域経済エコシステムの構築〜
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